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
経営上の重要な契約等 


経営上の重要な契約等

ａ

連結会社（連結財務諸表を作成していない場合には提出会社）において事業の全部若し
くは主要な部分の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益全部を共通にする契約、技
術援助契約その他の経営上の重要な契約を締結している場合には、その概要を記載するこ
と。最近連結会計年度（連結財務諸表を作成していない場合には最近事業年度。以下に
おいて同じ。）の開始日から届出書提出日までの間において、これらの契約について重要な
変更又は解約があった場合には、その内容を記載すること。

［加える。］

ｂ

最近連結会計年度


の開始日から届出書提出日までの間において、吸収合併又は新設合併
が行われることが、業務執行を決定する機関により決定された場合には、重要性の乏しい
ものを除き、吸収合併又は新設合併の目的、条件、引継資産・負債の状況、吸収合併消滅
会社となる会社又は新設合併消滅会社となる会社の株式１株又は持分に割り当てられる吸
収合併存続会社となる会社又は新設合併設立会社となる会社の株式の数その他の財産（吸
収合併存続会社となる会社以外の会社の株式等が割り当てられる場合を含む。）及びその算
定根拠並びに当該吸収合併又は新設合併の後の吸収合併存続会社となる会社（吸収合併消
滅会社となる会社の株式１株又は持分に割り当てられる財産が吸収合併存続会社となる会
社が発行する有価証券以外の有価証券である場合には、当該有価証券の発行者を含む。）又
は新設合併設立会社となる会社の資本金・事業の内容等について記載すること。

ａ

最近連結会計年度（連結財務諸表を作成していない場合には最近事業年度。以下にお
いて同じ。


）の開始日から届出書提出日までの間において、吸収合併又は新設合併が行われ
ることが、業務執行を決定する機関により決定された場合には、重要性の乏しいものを除
き、吸収合併又は新設合併の目的、条件、引継資産・負債の状況、吸収合併消滅会社とな
る会社又は新設合併消滅会社となる会社の株式１株又は持分に割り当てられる吸収合併存
続会社となる会社又は新設合併設立会社となる会社の株式の数その他の財産（吸収合併存
続会社となる会社以外の会社の株式等が割り当てられる場合を含む。）及びその算定根拠並
びに当該吸収合併又は新設合併の後の吸収合併存続会社となる会社（吸収合併消滅会社と
なる会社の株式１株又は持分に割り当てられる財産が吸収合併存続会社となる会社が発行
する有価証券以外の有価証券である場合には、当該有価証券の発行者を含む。）又は新設合
併設立会社となる会社の資本金・事業の内容等について記載すること。

ｃ

［略］ ｂ


［同左］

［削る。］ ｃ

連結会社（連結財務諸表を作成していない場合には提出会社）において事業の全部若し
くは主要な部分の賃貸借又は経営の委任、他人と事業上の損益全部を共通にする契約、技
術援助契約その他の経営上の重要な契約を締結している場合には、その概要を記載するこ
と。最近連結会計年度の開始日から届出書提出日までの間において、これらの契約につい
て重要な変更又は解約があった場合には、その内容を記載すること。

［ｄ・ｅ 略］ ［ｄ・ｅ 同左］


［略］ 


［同左］

［削る。］ 

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
ａ 届出書に記載した事業の状況、経理の状況等に関して投資者が適正な判断を行うことが
できるよう、提出会社の代表者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況
に関する分析・検討内容（例えば、経営成績に重要な影響を与える要因についての分析、
資本の財源及び資金の流動性に係る情報）を具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。
ｂ 「４ 事業等のリスク」において、重要事象等が存在する旨及びその内容を記載した場
合には、当該重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改
善するための対応策を具体的に、かつ、分かりやすく記載すること。
ｃ 将来に関する事項を記載する場合には、当該事項は届出書提出日現在において判断した
ものである旨を記載すること。



設備投資等の概要 


設備投資等の概要

最近連結会計年度等（連結財務諸表を作成していない場合には最近事業年度等）における
設備投資の目的、内容及び投資金額をセグメント情報に関連付けて概括的に説明すること。
この場合において、有形固定資産のほか


、無形固定資産・長期前払費用、繰延資産等への投
資を含めて記載することが適当であると認められるときは、これらを含めて記載し、その旨
を明らかにすること。

最近連結会計年度等（連結財務諸表を作成していない場合には最近事業年度等）における
設備投資の目的、内容及び投資金額をセグメント情報に関連付けて概括的に説明すること。
この場合、有形固定資産の他


、無形固定資産・長期前払費用、繰延資産等への投資を含めて
記載することが適当であると認められるときは、これらを含めて記載し、その旨を明らかに
すること。

また、重要な設備の除却、売却等があった場合には、その内容及び金額をセグメント情報
に関連付けて記載すること。

また、重要な設備の除却、売却等があった場合には、その内容及び金額をセグメント情報
に関連付けて記載すること。
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